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　飛行ロボット授業優秀機対抗戦！ 
 カーボンニュートラル推進室の取組
 カーボンニュートラルロードマップ
 省エネアクト for ゼロカーボン
 キャンパスの取組
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岐阜大学学長・名古屋大学総長
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 環境研究
  地熱エネルギー活用のための“詰まらない配管”
　 を実現するDLC コーティング技術
  自然・野生動物と人との関係の歴史
    から近年の「クマ問題」を考える
　 環境問題への対策の決め方を考える
　 ～「気候市民会議」を対象に～
　 食品廃棄物処理の“残り”から燃料をつくる　
　 植物が開花と茎伸長を連動させるメカニズムの解明
　 ～作物生産性向上による低環境負荷農業を目指して～
　 ESG に積極的な企業は、なぜ情報開示にも前向きなのか

 環境教育
  現代環境学（キャンパス緑地で
　 学ぶグリーンインフラ入門）
　 土壌・水質分析実習
　 卒業生の活躍
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環境報告書の作成にあたって

● 対象範囲　国立大学法人東海国立大学機構
 岐阜大学　柳戸・加納等国内全地区　　名古屋大学　東山・鶴舞・大幸・東郷等国内全地区
● 対象期間　２０２５年４月～２０２６年３月（但し、一部の内容については対象期間以外の取組も含みます）
● 発行期日　２０２６年９月３０日

　本報告書は、東海国立大学機構の環境に関する幅広い取組を広く内外に公表することを目的としています。
　なお、「環境情報の提供の促進等による特定事業者の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促進法）」に準拠し、環境
省の「環境報告ガイドライン（2018年度版）」を参考に作成しています。
　また、持続可能な開発目標（SDGs）の「世界を変えるための17の目標」で示されているアイコンを関連する記事に示しています。

（https://www.env.go.jp/earth/sdgs/index.html）

 環境に関する社会貢献活動
  

　環境マネジメントデータ

 評価

オープンイノベーションによる
持続可能な社会の実現へ
高校生との環境交流「環境報告書を読んでみよう」
教育グッドプラクティス機構長特別表彰式開催
～さらなる授業の質向上を目指して～
マレーシア・サラワク州における国際セミナー開催
気候変動とエネルギー転換に関するアジア太平洋の視点 
減災館特別企画展「東海豪雨から25 年：雨がもたらす
災いと恵みを理解し、変動する気候に適応するために」を開催
環境マネジメントの取組
考えようSDGs！エコ活動啓発ポスター・
川柳コンクール
ぎふっくらいちょう
学生の活動　
学生編集委員企画

環境コミュニケーション/ 立命館大学
環境コミュニケーション/ 日本特殊陶業㈱
第三者評価　
環境省　環境報告ガイドライン
(2018 年度版 ) による項目
地球温暖化対策、持続可能性をめぐる世界、
日本、東海国立大学機構の動き　
表紙作品の公募について　
編集後記　
環境報告書 2026　編集チーム

× ＝ TOKAI NATIONAL 
HIGHER EDUCATION 
AND RESEARCH 

名古屋大学と岐阜大学が法人統合して誕生した
国立大学法人東海国立大学機構は、発足7年目
を迎えました。日本トップクラスの地域の中核大
学を目指す岐阜大学と、世界と伍する研究大学を
目指す名古屋大学の強みを生かし、「Make New 
Standards for The Public」をミッションに、社会
の公共財（コモンズ）として地域と人類社会の課題解
決に貢献する新たな国立大学の姿を追求しています。

今日、環境をめぐる課題は一層複雑さを増してい
ます。地球規模では、気候変動、生物多様性の損
失、資源循環や汚染への対応が相互に関連して進
行し、地域においても、猛暑や豪雨などの気象災害、
農林水産業や生態系への影響、エネルギーや資源の
持続可能な利用といった課題が、私たちの暮らしや
産業に直接結びついています。大学には、科学的
知見を生み出すだけでなく、多様な主体とともに解
決策を社会に実装していく役割が、これまで以上に
求められています。

東海国立大学機構では、キャンパスのカーボン
ニュートラルに向け、「2030年に温室効果ガスを
2013年比で51％以上削減し、2050年までのでき
るだけ早い時期にカーボンニュートラルを実現する」
との目標を掲げ、ロードマップに基づく取組を進めて
います。「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス」
による日常的な省エネルギー活動に加え、研究・教
育・地域連携を通じた脱炭素化にも力を注いでいます。

こうした取組は、両大学の特色ある研究にも広
がっています。名古屋大学では、二酸化炭素排出
削減等に関する技術開発、政策・社会制度等を対象
とする研究教育活動が進められ、脱炭素社会の構

築に取り組んでいます。岐阜大学では、再生可能
エネルギーの利活用やエネルギー地産地消を推進し、
持続可能な中山間地域に向けた研究教育活動に取
り組んでいます。また、東海・信州の国立大学等連
携プラットフォーム“C²-FRONTS”を通じて、グリーン
循環経済や果樹の温暖化対策など、地域課題を起
点とした大学間連携も進んでいます。

東海国立大学機構が進めている両大学間連携拠
点支援事業の一つである航空宇宙分野では、航空
宇宙生産技術開発センターを核として人材育成およ
び生産技術の高度化を行うことで、持続可能な航
空宇宙産業に貢献することを目指しています。本報
告書では、航空宇宙生産技術開発センターが学生
向けの教育プログラムの一環として行っている東海
クライマックスシリーズを紹介しています。また、カー
ボンニュートラル達成に向けた取組、環境に関する
研究、教育、社会貢献活動、学生の主体的な活動
などを、多様な切り口から紹介しています。

持続可能な社会を実現するためには、一人ひとり
の行動と、大学・地域・産業界・行政などの連携を積
み重ねていくことが不可欠です。本報告書が、東海
国立大学機構の取組への理解を深め、新たな共創
につながる契機となれば幸いです。今後とも一層の
ご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

東海国立大学機構　機構長

松 尾  清 一

機構長あいさつ
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航空宇宙生産技術
開発センター

東海クライマックス
シリーズ

TOP I C S 東海国立大学機構

　東海国立大学機構の連携拠点支援事業として、航空機や宇宙産業を
支える「ものづくり」の技術を学び、研究する国内初の拠点です。産学官
が連携し、将来の航空宇宙産業を担う人材育成と、生産技術の高度化
に取り組んでいます。地域企業との共同研究や教育活動を通じて、中部
地域の産業発展に貢献するとともに、持続可能な産業基盤を支える先
進技術の創出を進めています。また、多様な機関との連携により、新たな
価値創出と地域社会への還元を目指しています。学生向けの教育プロ
グラムの一環として、東海クライマックスシリーズを開催しています。

航空宇宙生産技術開発センターについて
航空宇宙研究教育拠点

　岐阜大学と名古屋大学の学生が出場する競技会で、
2021年度より開催されています。各大学の授業で学生
自らが企画・設計・製作した飛行ロボット（自律滑空機）
の中から選抜された優秀な機体が出場し、どの機体が
より遠くまで飛行できるかを競い合います。
　特に優れている機体は50メートル以上も飛行し、毎
年ハイレベルな競技を繰り広げています！
　現在では他校からの参加もあり（2025年度から中日
本航空専門学校、2026年度から岐阜工業高等専門学
校）、授業の一環で開催する競技会として益々発展して
きています。
　対面参加や後日配信で競技を観覧することができま
す。参加方法はウェブサイトで公開します。

東海クライマックスシリーズについて航空宇宙産業を支える生産技術と
持続可能なものづくり

▶https://ipteca.gifu-u.ac.jp/

これまでの最優秀賞
2025年　岐 阜 大 学 Bチーム
2024年　名古屋大学 Bチーム
2023年　名古屋大学 Aチーム
2022年　名古屋大学 Bチーム
2021年　岐 阜 大 学 Eチーム

I n t e l l i g e n t  P r o d u c t i o n  Te c h n o l o g y  Re s e a r c h  &  D e v e l o pmen t  C e n t e r  f o r  A e r o s p a c e  

飛行ロボット授業
優秀機対抗戦！IPTeCA

2023年度競技会の様子

2025年度最優秀賞
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これまでの最優秀賞
2025年　岐 阜 大 学 Bチーム
2024年　名古屋大学 Bチーム
2023年　名古屋大学 Aチーム
2022年　名古屋大学 Bチーム
2021年　岐 阜 大 学 Eチーム

I n t e l l i g e n t  P r o d u c t i o n  Te c h n o l o g y  Re s e a r c h  &  D e v e l o pmen t  C e n t e r  f o r  A e r o s p a c e  

飛行ロボット授業
優秀機対抗戦！IPTeCA

2023年度競技会の様子

2025年度最優秀賞
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TOP I C S 東海国立大学機構

私は、滑空機の頭の部品である「前胴」の設計
を担当しました。前胴には制御基板やバッテリー
を搭載しており、飛行中の姿勢制御を安定させ
るためには、制御基板を確実に固定できる機構
の設計が必要でした。

初めは、これまで基礎的なCAD操作経験しか
なかったことから、このような複雑な機構の設計
に強い不安を感じていました。しかし、先生や先
輩の方々のご指導のもとで、応用的な操作技術
が身に付き、最終的には、自身の思い描く形を
PC上にモデリングすることができました。

さらに、実際の飛行テストを行う中で、投影
部品の交換や取り付け作業における問題点が明
らかになり、チームで議論を重ねて設計を改良し
ました。この経験から、設計とは、実機検証と
改善の積み
重 ねによっ
て完成度を
高めていく
ものである
と実 感しま
した。

名古屋大学が戦略的パートナーシップを結ん
でいる米国ノースカロライナ州立大学の電気・コ
ンピュータ学科では、2024年から卒業プロジェ
クト（Senior Design）のテーマの一つとして飛
行ロボット授業を導入しています。そこで、東海
クライマックスで代表に選ばれた岐阜大学と名
古屋大学の学生と一緒に、2026年3月にノース
カロライナ州立大学で実施された飛行ロボット国
際交流競技会に参加しました。競技会には日米
計6チームが参加し、自作グライダーの飛行距
離を競いました。競技会後には飛行映像をもと
に、互いの機体や制御について意見交換を行い
ました。特に、機体形状やセンサの活用方法に
各チームの工夫が見られた点が印象に残ってい
ます。技術を通した国際交流により、1つの技術
に対しても多様な視点や発想が存在することを
実感し、日本国内だけでは得られない学びとな
りました。

また、競技会以外にもシンポジウムや食事会
を通じて交流を深めました。異なる背景を持つ
学生と直接会話し、考え方や価値観の違いに触
れ、国際的な視野が広がったと感じています。

本大会は、学生の挑戦を支える学内外の方々の協力によ
り実施されています。それぞれの専門性を生かした支援が、
安全な大会運営と教育活動を支えています。

岐阜大学の機体は、材料にバルサ（木材）を多
く用いているのが特徴の一つです。バルサは軽
量で加工しやすく、一枚の板からレーザーカッ
ターで切断することで、高い精度で部品を製作
することができます。前胴部分には3Dプリンター
を用い、自律制御のためのマイクロコンピュー
ターや制御基板を搭載しています。飛行性能に
最も大きく関わる主翼は、バルサの骨組みに熱収
縮フィルムを張ることで軽量化とねじり剛性の向
上を両立し、安定した飛行を可能にしています。
また、姿勢制御にはエルロンとエレベーターを採
用し、旋回性能や姿勢回復性能を高めています。
こうした製作工程を通じて、精密加工技術や材
料の有効活用を学び、環境負荷低減につながる
効率的なものづくりへの理解を深めています。

岐阜大学と名古屋大学には、「飛行ロボット（自律滑空機）」の設計・製作・評価を行う授業があります。
名古屋大学では工学部3年生の必修科目の1テーマとして、岐阜大学では工学部4年生の選択科目になっ
ています。グライダー状の機体は無動力ですが、数種類の運動を制御して飛距離が伸ばせるようにして
いる点でロボットの一種です。そして毎年9月には、岐阜県内で行われる合同競技会「東海クライマックス
シリーズ（東海CS）」で、両大学の決勝戦が行われます。2021年から始まり、両大学授業の連携を図る
とともに、教育内容の相違点も見出しながら、各授業の改善に生かしています。単に飛距離を競うだけ
ではなく、全ての飛行動画を振り返りながら参加者全員で熱心に議論する大反省会があるのも特徴です。
2024年の東海CSから、上位チームは翌年3月に米国ノースカロライナ州
立大学に派遣されて、同様の授業を履修する現地学生と日米交流競技会
を行うようになりました。また、メタバース技術により東海CSのゲーム要素
を楽しめるようにした「バーチャル東海CS」が大阪・関西万博でお披露目さ
れるなど、教育活動としての拡充から先端研究の題材に至るまでさまざま
な展開を見せています。

名古屋大学の機体は、発泡スチロールを主材
料としている点が特徴です。発泡スチロールは
非常に軽量で、全備重量は岐阜大学の機体より
数十グラム軽く、機体重量全体の約1割に相当
する差があります。この軽さは飛行性能に大きく
影響しますが、一方で材料強度が高くないため、
主翼内部の骨組みを増やしたり、衝撃が加わる
部分に別の材料を用いて補強したりする工夫が
必要です。姿勢制御にはラダーとエレベーター
を採用しており、構造を比較的簡素にできるた
め、製作やメンテナンスがしやすい利点があり
ます。こうした軽量設計と構造の工夫を通じて、
材料を効率的に活用しながら、環境にも配慮し
たものづくりへの理解を深めています。

岐阜大学

東海クライマックスに参加して 飛行ロボット国際交流競技会に参加して

名古屋大学

航空宇宙生産技術開発センター 副センター長・名古屋大学 教授　原
はら
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すすむ

岐阜大学 自然科学技術研究科修士課程2年

飛行の様子

名古屋大学 工学研究科博士前期課程2年池
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TOP I C S 東海国立大学機構
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TOP I C S 東海国立大学機構

活動との連携が必ずしも十分に図られてきたとはい
えません。また、C²-FRONTS などを通じたアカデ
ミア間の広域連携や、産学官連携の推進について
も、横断的な推進機能をさらに強化していくことが
課題となっていました。

このような状況を踏まえ、東海国立大学機構カー
ボンニュートラル推進室は、2026年11月より「カー
ボンニュートラル推進統括室」へと改組します。本
改組は、機構内で個別に進められてきた多様な取
組を、東海国立大学機構としての組織的な取組へ
と発展させることを目的としています。

カーボンニュートラルの実現は、一つの研究分野
や一つの組織だけで達成できるものではありませ
ん。自然共生、資源循環、エネルギー、産業、地
域社会など、多様な分野を結び付けながら、長期
的かつ持続的に取り組む必要があります。カーボン
ニュートラル推進統括室は、東海国立大学機構に
おけるこれらの取組を束ね、学内外の連携をさらに
発展させることにより、2050年のカーボンニュート
ラル達成に貢献していきます。

（2）第３回カーボンニュートラル共創シン
ポジウムを開催

C²-FRONTSの取組の一環として、一般社団法
人中部経済連合会との共同主催により、第３回カー
ボンニュートラル共創シンポジウム「ＥＳＧ経営の実
現と水素利用の加速・定着」が2025年11月10日に
名古屋大学坂田・平田ホールおよび野依記念学術
交流館において開催されました。

C²-FRONTS参加大学関係者や中部経済連合
会会員企業関係者らを中心に132名が来場したほ
か、オンラインで169人が参加し、第１部では石川
知子名古屋大学国際開発研究科教授による「低炭
素水素事業と市民社会：気候変動・エネルギー転換
関連紛争からの教訓」をテーマに基調講演が行われ
ました。

また、「グリーン水素(誘導品)での経済合理性
と低LC-CFPの両立の可能性」と題して、瀬戸山

カーボンニュートラル推進室の取組

（1）カーボンニュートラル推進室の経緯
と改組

カーボンニュートラルに関する取組は、単純に考
えれば、温室効果ガスを排出する活動を縮小して
いくことにあります。しかし、それは一方で経済活
動の縮小にもつながりかねないため、実際には、
脱炭素化と社会・経済活動の維持・発展を両立させ
るための多様かつ複雑な取組が求められています。
大学においても、研究、教育、施設運用、地域連携、
産学官連携など、さまざまな部署がそれぞれの立場
からカーボンニュートラルに取り組んでいます。

東海国立大学機構は、社会の公共財、すなわち
グローバル・コモンズおよびリージョナル・コモンズと
して、地域・社会・人類課題への貢献を目指していま
す。特に、岐阜大学と名古屋大学のシナジーを最
大限に発揮することにより、カーボンニュートラルの
達成に向けた課題に総合的に取り組む組織として、
大きな期待が寄せられています。東海国立大学機
構は、東海・信州 国立大学等連携プラットフォーム

「C²-FRONTS」（p.7参照）を構築し、参加大学の
強み・特色を生かした連携により機能強化を図ると
ともに、産業界、自治体、教育界等と連携しながら、
東海・信州地域全体の発展に貢献していきます。東
海国立大学機構においては、2021年11月に「カー
ボンニュートラル推進室」が設置されました。同推
進室は、機構内のさまざまな部局に所属するカーボ
ンニュートラル推進に関わる研究者のコンソーシア
ムとして、C²-FRONTSのカーボンニュートラルタス
クフォース活動の中核を担ってきました。また、機
構内では、これまでもカーボンニュートラル推進に関
する多様な活動が展開されてきました。

その一方で、2050年のカーボンニュートラル達
成に向けては、継続的かつ組織的な取組が不可欠
です。さらに近年では、ネイチャーポジティブやサー
キュラーエコノミーなど、気候変動対策や資源循環
をより広い視点から捉える取組の重要性も増してい
ます。しかし、これまでの活動では、カーボンニュー
トラル推進と、自然共生や資源循環に関する研究

パネルディスカッションでは産学官金それぞれの立場から活発な
意見交換が行われた

シンポジウム閉会の挨拶を行う松尾C²-FRONTS代表（東海国立
大学機構長）

東海・信州地域の持続的発展に向けて連携する枠組

連携プラットフォームがひらく可能性

東海・信州 国立大学等連携プラットフォーム（C²－ＦＲＯＮＴS）
　地域全体の持続的な発展に貢献しつつ、大学群としての国際競争力を高めることができるよう、
東海・信州の8国立大学法人9大学および6国立高等専門学校が連携し、さまざまな課題や社会から
の要請に柔軟に対応できるようプラットフォームを構築しています。

　国立大学のミッションは、持続可能社会の実現のために、地域や人類課題の解決に貢献するこ
とです。今後も東海・信州地域が繁栄を続けていくためには、大学がこの地域の魅力を活かしつ
つ、多様な課題の解決のために地域を牽引していく必要があります。
　C²-FRONTSは、各大学が強みや特色を発揮し、地域全体でまとまって連携することが重要と考
えます。産業界・自治体・教育界でゆるやかにつながりながら、研究・産業の連携、教育・学生
交流面での連携、国際交流・留学生の受け入れなどでの連携、大学運営に関する共通基盤の整備
などを中心に情報交換と討議を行い、諸課題の解決と地域全体の人材・資産・資金の好循環を目
指しています。

亨三菱ケミカル株式会社エグゼクティブフェロー・
iPEACE223株式会社CTOから、「水素社会の実
現に向けた愛知県の取組」と題して、都筑秀典愛
知県経済産業局水素社会・モビリティ推進監から、

「カーボンニュートラルと企業成長」と題して、眞﨑
護株式会社三菱UFJ銀行サステナブルビジネス部
企画開発グループ調査役からそれぞれ講演が行わ
れ、その後、則永行庸名古屋大学未来社会創造機
構脱炭素社会創造センター長・教授がモデレーター
となり、基調講演・講演を行っていただいた登壇者
にパネリストとなっていただき、水素社会実現につ
いて産学官金の立場よりパネルディスカッションが

行われました。
シンポジウムでは、ポスターセッションおよび情

報交換会も行われ、C²-FRONTS参加大学の学生
を含めた研究シーズポスターの前では、教員およ
び学生と企業関係者による活発な情報交換が行わ
れました。

最後に松尾清一C²-FRONTS代表（東海国立大
学機構長）よりシンポジウムの総括として、成し遂
げるまでやり続けることが大切、中部・東海地域が
サスティナブルに発展していくためにも、今回のよ
うなつながりを最大限に活用していただきたいと締
めの挨拶が行われました。

	東海・信州 国立大学等連携プラットフォーム
　 （Ｃ２-FRONTS）

https://www.thers.ac.jp/support/c2-
fronts/index.html

https://www.thers.ac.jp/about/org/carbon_neutrality/
carbon_neutrality.html
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このような状況を踏まえ、東海国立大学機構カー
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岐阜大学カーボンニュートラルロードマップ

名古屋大学 カーボンニュートラルロードマップ

東海国立大学機構は、「2030年に温室効果ガスを51％（2013年比）以上削減し、2050年までのできるだけ早い時
期にカーボンニュートラル実現」という目標を掲げています。この達成のため、岐阜大学と名古屋大学はキャンパスの規模
の違いや独自の特徴を考慮し、各大学に適したアプローチで「カーボンニュートラル実現のためのロードマップ」を立案し、
具体的な活動につなげています。2023年から「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス」をキャッチフレーズに、機構の
全構成員を挙げた省エネルギー活動の取組を始めており、2025年度も一貫してこの活動に取り組みました。

岐阜大学では、キャンパスのエネルギー消費起源のCO2排出量を対象にゼロカーボンキャンパスの実現を目指す
ため、長寿命化改修（大規模改修）時における建物ZEB※１化などの「創エネ＆省エネ」と中規模改修時における照
明LED化・高効率空調設備更新等の「省エネ改修」を組み合わせた計画を反映してロードマップを策定しています。
この計画実行に加え、「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス GU」に基づく節電行動や効率的な機器運用等の

「省エネ活動」、電力事業者からの「買電電力CO2排出係数※2改善」の想定、付加的な「再エネ購入」、演習林に
よる「CO2吸収」を考慮した結果をグラフとして作成し、達成状況の確認をしていきます。

2025年度には、インキュベーション施設の一部及び附属小中学校の体育館・プール更衣室の一部の照明のLED
化、動物病院診療棟、動物病院多目的棟、医学部本館及び医学部教育・福利棟の一部の空調設備を高効率機器
に更新しました。さらに、教育学部A棟の改修工事においては、大幅な省エネルギー化を図り、A棟Ⅱ期の改修工
事部分においてZEB Readyを達成しました。

2025年 度 のCO2排 出 量 は、ロードマップ で 設 定した18,197ｔ-CO2の 目 標 値 に 対して、11.5％超 過 の
20,292t-CO2（2013年度比20％削減）となりまし
た。この主な要因は、電気・ガス使用量が前年度より
増加したことと、「電力供給側の排出係数削減」におけ
るCO2排出係数が想定値の0.381t-CO2/ＭＷｈに対
し0.411t-CO2/ＭＷｈであったことが 挙げられ、 約
1,070tのCO2排出量が想定よりも超過となりました。

今後は、「省エネ活動」における排出量の抑制にも限 
界があることから、CO2排出量の削減に向け、「再エネ 
購入」を少しでも減らすために、太陽光発電追加設置
等の再生可能エネルギーによる「創エネ」、CO2排出係
数が低い電力事業者との契約、CO2吸収を担う演習林
の適切な管理運営などの検討を進めていきます。

名古屋大学では、キャンパスのエネルギー消費起源のCO2排出量を対象に、ゼロカーボンキャンパスの実現を目
指します。ロードマップでは、この達成に向けた対策として「省エネ・効率化」「再エネ設備の導入」「電力供給側の排
出係数減」の実施計画を実現することにより目標が達成されることが想定されています。
「省エネ・効率化」では、空調・照明設備の計画的な更新により、着実なエネルギー削減を行い、2019年から省

エネ法の努力義務であるエネルギー原単位の年平均1％以上改善と同レベルの省エネ対策を想定しています。この
達成のために、2025年度は、省エネルギー対策として、理学館の空調エネルギーのおよそ5％削減を見込んだ空
調設備23系統の更新、工学部8号館北棟、工学部9号館では照明エネルギーのおよそ50％を見込んだ照明器具
約1,500台のLED器具への更新を行いました。さらに、大規模改修計画にあたり建物のＺＥＢ化を図り、工学部8
号館北棟、工学部9号館ではNearly ZEB、LYKEION研究棟の設計では、ZEB Readyを達成しました。 
「再エネ設備の導入」では、学内建物の屋根や郊外のキャンパスに太陽光発電を設置して再生可能エネルギーの

創出を想定しています。2025年度は、ロードマップで想定した再エネ発電量は、1,233ＭＷｈの目標に対して240
ＭＷｈとなり、太陽光発電の設置が進んでいない状況です。今後に建設・改修される建物のＺＥＢ化に伴う太陽光
発電の設置、ＰＰＡ※3事業等を活用した太陽光発電設備の大規模導入が望まれます。

2025年度は、 前年度の63,269tよりも減少しましたが、ロードマップで設定した当該年度のCO2排出量
58,471tの目標に対して61,908tと、6.0％の超過となりました。電力事業者が供給する電力のCO2排出係数が
想定より改善しなかったことが要因です。
「省エネ・効率化」におけるエネルギー使用量の2019年度からの年平均1％以上改善の目標は、前年度までに積

み上げた目標以上の改善効果により達成されていますが（2026年度までの6年間で5％の削減目標に対し7.6％削
減※4）、今年度は増床や気候変動等を理由に前年度より電気・ガス使用量は増加しています。この対応には設備更
新計画の着実な実施が最も重要と考えています。
「電力供給側の排出係数削減」については、購入電源のCO2排出係数が想定の0.381t-CO2/ＭＷｈに対し

0.411t-CO2/ＭＷｈになったことにより、約3,900tのCO2排出量が想定より増加した計算になります。この状況
が続けば、CO2排出量削減目標を達成するためには、キャンパス内での更なるエネルギー使用量削減や創エネル 
ギーに努めることに加えて、付加的な再エネ電力の購入も考慮する必要があることを示しています。

カーボンニュートラルロードマップ

ロードマップは、カーボンニュートラル実現を達成するために、CO2排出量の想定削減率と削減するための取組（省エネ・創エネな
ど）をまとめたものであり、グラフはロードマップに基づく目標達成までの予想を示したものです。なお、将来の建物面積の増加は
考慮していません。

ロードマップは、実施項目ごとに目指すCO2排出削減量を設定するものです。現状のロードマップには将来の建物面積の増加は考慮していません。

名古屋大学カーボンニュートラルロードマップ

岐阜大学カーボンニュートラルロードマップ

※１　ＺＥＢ：Zero Energy Buildingの略称で、省エネと創エネで建物の年間エネルギー消費量が正味ゼロを目指す建物のことです。ＺＥＢの定義については、環境省ホームページを参
照下さい。（https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html）

※２　買電電力のＣＯ２排出係数は実績値の算出には基礎排出係数を用いています。2030年は国の地球温暖化対策計画で前提とされた全国平均値を用い、2023年の実績値から
2030年に向けて一定の割合で変化する値としています。2040年、2050年は再エネ電源を含む非化石発電電源の普及予測に基づく想定値を設定しています。

※３　ＰＰＡ：Power Purchase Agreementの略称で、太陽光発電の第三者所有モデルのことです。施設所有者が提供する敷地や屋根などのスペースに太陽光発電設備の所有・管理
を行う会社（ＰＰＡ事業者）が太陽光発電設備を設置して発電された電力を施設所有者へ提供するもので、電気代に代わるサービス料をＰＰＡ事業者に支払いますが初期投資費用
は抑えられます。

※４　2019年時点の電力の一次エネルギー換算係数を使用しています。

[t-CO2]
76,439

[t-CO2]
25,268
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TOP I C S 東海国立大学機構

岐阜大学カーボンニュートラルロードマップ

名古屋大学 カーボンニュートラルロードマップ

東海国立大学機構は、「2030年に温室効果ガスを51％（2013年比）以上削減し、2050年までのできるだけ早い時
期にカーボンニュートラル実現」という目標を掲げています。この達成のため、岐阜大学と名古屋大学はキャンパスの規模
の違いや独自の特徴を考慮し、各大学に適したアプローチで「カーボンニュートラル実現のためのロードマップ」を立案し、
具体的な活動につなげています。2023年から「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス」をキャッチフレーズに、機構の
全構成員を挙げた省エネルギー活動の取組を始めており、2025年度も一貫してこの活動に取り組みました。

岐阜大学では、キャンパスのエネルギー消費起源のCO2排出量を対象にゼロカーボンキャンパスの実現を目指す
ため、長寿命化改修（大規模改修）時における建物ZEB※１化などの「創エネ＆省エネ」と中規模改修時における照
明LED化・高効率空調設備更新等の「省エネ改修」を組み合わせた計画を反映してロードマップを策定しています。
この計画実行に加え、「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス GU」に基づく節電行動や効率的な機器運用等の

「省エネ活動」、電力事業者からの「買電電力CO2排出係数※2改善」の想定、付加的な「再エネ購入」、演習林に
よる「CO2吸収」を考慮した結果をグラフとして作成し、達成状況の確認をしていきます。

2025年度には、インキュベーション施設の一部及び附属小中学校の体育館・プール更衣室の一部の照明のLED
化、動物病院診療棟、動物病院多目的棟、医学部本館及び医学部教育・福利棟の一部の空調設備を高効率機器
に更新しました。さらに、教育学部A棟の改修工事においては、大幅な省エネルギー化を図り、A棟Ⅱ期の改修工
事部分においてZEB Readyを達成しました。

2025年 度 のCO2排 出 量 は、ロードマップ で 設 定した18,197ｔ-CO2の 目 標 値 に 対して、11.5％超 過 の
20,292t-CO2（2013年度比20％削減）となりまし
た。この主な要因は、電気・ガス使用量が前年度より
増加したことと、「電力供給側の排出係数削減」におけ
るCO2排出係数が想定値の0.381t-CO2/ＭＷｈに対
し0.411t-CO2/ＭＷｈであったことが 挙げられ、 約
1,070tのCO2排出量が想定よりも超過となりました。

今後は、「省エネ活動」における排出量の抑制にも限 
界があることから、CO2排出量の削減に向け、「再エネ 
購入」を少しでも減らすために、太陽光発電追加設置
等の再生可能エネルギーによる「創エネ」、CO2排出係
数が低い電力事業者との契約、CO2吸収を担う演習林
の適切な管理運営などの検討を進めていきます。

名古屋大学では、キャンパスのエネルギー消費起源のCO2排出量を対象に、ゼロカーボンキャンパスの実現を目
指します。ロードマップでは、この達成に向けた対策として「省エネ・効率化」「再エネ設備の導入」「電力供給側の排
出係数減」の実施計画を実現することにより目標が達成されることが想定されています。
「省エネ・効率化」では、空調・照明設備の計画的な更新により、着実なエネルギー削減を行い、2019年から省

エネ法の努力義務であるエネルギー原単位の年平均1％以上改善と同レベルの省エネ対策を想定しています。この
達成のために、2025年度は、省エネルギー対策として、理学館の空調エネルギーのおよそ5％削減を見込んだ空
調設備23系統の更新、工学部8号館北棟、工学部9号館では照明エネルギーのおよそ50％を見込んだ照明器具
約1,500台のLED器具への更新を行いました。さらに、大規模改修計画にあたり建物のＺＥＢ化を図り、工学部8
号館北棟、工学部9号館ではNearly ZEB、LYKEION研究棟の設計では、ZEB Readyを達成しました。 
「再エネ設備の導入」では、学内建物の屋根や郊外のキャンパスに太陽光発電を設置して再生可能エネルギーの

創出を想定しています。2025年度は、ロードマップで想定した再エネ発電量は、1,233ＭＷｈの目標に対して240
ＭＷｈとなり、太陽光発電の設置が進んでいない状況です。今後に建設・改修される建物のＺＥＢ化に伴う太陽光
発電の設置、ＰＰＡ※3事業等を活用した太陽光発電設備の大規模導入が望まれます。

2025年度は、 前年度の63,269tよりも減少しましたが、ロードマップで設定した当該年度のCO2排出量
58,471tの目標に対して61,908tと、6.0％の超過となりました。電力事業者が供給する電力のCO2排出係数が
想定より改善しなかったことが要因です。
「省エネ・効率化」におけるエネルギー使用量の2019年度からの年平均1％以上改善の目標は、前年度までに積

み上げた目標以上の改善効果により達成されていますが（2026年度までの6年間で5％の削減目標に対し7.6％削
減※4）、今年度は増床や気候変動等を理由に前年度より電気・ガス使用量は増加しています。この対応には設備更
新計画の着実な実施が最も重要と考えています。
「電力供給側の排出係数削減」については、購入電源のCO2排出係数が想定の0.381t-CO2/ＭＷｈに対し

0.411t-CO2/ＭＷｈになったことにより、約3,900tのCO2排出量が想定より増加した計算になります。この状況
が続けば、CO2排出量削減目標を達成するためには、キャンパス内での更なるエネルギー使用量削減や創エネル 
ギーに努めることに加えて、付加的な再エネ電力の購入も考慮する必要があることを示しています。

カーボンニュートラルロードマップ

ロードマップは、カーボンニュートラル実現を達成するために、CO2排出量の想定削減率と削減するための取組（省エネ・創エネな
ど）をまとめたものであり、グラフはロードマップに基づく目標達成までの予想を示したものです。なお、将来の建物面積の増加は
考慮していません。

ロードマップは、実施項目ごとに目指すCO2排出削減量を設定するものです。現状のロードマップには将来の建物面積の増加は考慮していません。

名古屋大学カーボンニュートラルロードマップ

岐阜大学カーボンニュートラルロードマップ

※１　ＺＥＢ：Zero Energy Buildingの略称で、省エネと創エネで建物の年間エネルギー消費量が正味ゼロを目指す建物のことです。ＺＥＢの定義については、環境省ホームページを参
照下さい。（https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html）

※２　買電電力のＣＯ２排出係数は実績値の算出には基礎排出係数を用いています。2030年は国の地球温暖化対策計画で前提とされた全国平均値を用い、2023年の実績値から
2030年に向けて一定の割合で変化する値としています。2040年、2050年は再エネ電源を含む非化石発電電源の普及予測に基づく想定値を設定しています。

※３　ＰＰＡ：Power Purchase Agreementの略称で、太陽光発電の第三者所有モデルのことです。施設所有者が提供する敷地や屋根などのスペースに太陽光発電設備の所有・管理
を行う会社（ＰＰＡ事業者）が太陽光発電設備を設置して発電された電力を施設所有者へ提供するもので、電気代に代わるサービス料をＰＰＡ事業者に支払いますが初期投資費用
は抑えられます。

※４　2019年時点の電力の一次エネルギー換算係数を使用しています。
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夏季休業期間､年末年始休業期間における節電行動
『待機電力CUT』キャンペーン

インキュベーション施設の一部及び附属小中学校の体育館・プール更衣室の一部の照明をLED化しました。

2025年度夏季休業期間、年末年始休業期間に『待機電⼒CUT』キャンペーンを実
施したところ、通常の休日と比べて夏季11日間で約10.8％､ 年末年始9日間で約
16.1%の消費電力削減を実施することができました｡ 環境負荷低減と電気料金削減
の観点から､ 引き続き節電に努めていきます。

教育学部棟

節電リーフレット

全学の取組

全学の取組

文系地区の取組

情報学部の取組

研究所地区の取組

農学部の取組

理学部の取組

動物病院診療棟、動物病院多目的棟、医学部本館及び医学部教育・福利棟の一部の
空調設備を高効率機器に更新し、空調負荷を低減しました。

東海国立大学機構では、キャンパスのエネルギー消費削減を推進し、カーボンニュートラル社会の実現に向
けた取組姿勢を地域社会へ積極的に示します。この取組の一つの指針となる「省エネアクト for ゼロカーボン
キャンパス」のもとに、大学全体として構成員による省エネ行動を推進しています。　

東海国立大学機構では、エネルギー消費由来の二酸化炭素排出量を2030年度までに総量ベースで51％
以上削減（2013年度比）する目標を掲げており、この目標の達成に向けて構成員の一人ひとりが省エネへの
意識を高め、主体的に取り組んでいくことが重要となります。

2025年度に「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス2025」のもとで取り組んだ省エネ・節電活動のう
ち、好事例や特有の問題解決に向けて積極的に取り組んだ内容を、グッド・プラクティスとして紹介します。

岐阜大学 グッド・プラクティス

名古屋大学 グッド・プラクティス

岐阜大学副学長 大藪 千穂
（教育学部家政教育講座教授）全部できれば毎月36,000円減（年43万）も夢じゃない!!

環境にもサイフにも時間にも優しい生活、究極編は家族と相談して!!

デコ活（環境省）をしてみよう！

プラスチック等のごみの削減・マイボトル・マイバッグ活用
→年3,784円減（28.8kg減）
買いすぎ防止・食品ロス削減→年8,900円減（5.4kg減）
鍋には蓋（2割のエネルギー減）→年289円減（7.3kg減）
はかり売り・自動決済→年3時間の余裕

●

●
●
●

その他編(お金とCO2排出量）

公共交通・自転車・徒歩
→年11,800円減（ガソリン代）（196.7kg減）
エコドライブ→ガソリン代年9,365円減（117.3kg減）、給油回数約10％減
着なくなった服をリサイクルボックスに持ち込んでポイント還元
ペットボトルを小売店に返却するとポイントがもらえる場合も！
テレワーク→ガソリン代年61,300円減（840.3kg減）
年275時間の余裕を家族や趣味の時間に使える　

●

●
●
●
●

究極編 ～余裕がある人はこちら！～
ヒートポンプ等高効率給湯器の導入
→年6,161円～35,394円（70.9～525.6kg減）
エアコン・冷蔵庫の買い替え時に省エネ製品→約年1.8万円減
 （エアコン69.8kg減・冷蔵庫107.8kg減）
省エネ住宅への引っ越し！断熱リフォーム→光熱費が年約9.4万円減（1,130kg減）
太陽光発電の設置→電気代が年約5.3万円減
エネルギー自給自足の家（ZEH）→年約15万円減
次世代自動車（FCV、EV、PHEV、HV）の購入→年約7.5万円減、
ガソリンスタンドへの訪問時間が年20回約2時間減

●

●

●
●
●
●

食事編（お金と時間とCO2排出量）

光熱・水道編(お金と時間とCO2排出量）
電気ポットは必要な時にのみ沸かす→年2,360円減（59.6kg減）
冷暖房設定温度の見直し→年3,900円減（40.6kg減）
クールビズ5.6kg減、ウォームビズ2.7kg減
冷蔵庫を涼しい場所に置こう→年990円減（25kg減）
冷蔵庫の温度設定は季節に合わせる→年1,360円減（34.3kg減）
LED照明に変える
→年2,900円減（27.2kg減）、取換回数：蛍光灯の1/7
節水（キッチン・洗濯機・シャワー・トイレ）
→節水型シャワーヘッド、アダプタ導入で
　年15,600円減（104.7kg減）

●
●
●
●
●
●

●

大薮先生からのアドバイス

空調改修

照明設備

節電意識

教育学部Ａ棟Ⅱ期改修においては､ ZEB Readyを達成しました。

建物改修によるZEB化

省エネマインドの醸成

ピークシフト

節電意識の醸成・周知

換気抑制およびDKコネクトによる空調利用の省エネ化検討

実験装置廃棄及び更新による使用電気料金削減　

省エネ改修

講義室の調査

空調改修

建物改修によるＺＥＢ化

省エネアクト for ゼロカーボンキャンパスの取組

省エネポスター 2025年 空調リモコン用ステッカー

	デコ活（環境省）
https://ondankataisaku.env.go.jp/decokatsu/

● 省エネアイデアコンテストで選出したキャッチコピー
を掲げて、夏期及び冬期に省エネ啓発ポスターを
英語版含めて作成しました。

● 空調リモコン用ステッカーを作成し、収容人数が多
い講義室などに掲示しました。

● SNSを活用し、本学の省エネ活動の取組を広く周
知しました。

● ＧＷ及び年末年始などの連休休暇中において、省
エネ対策と休暇中の安全確保について構成員に呼
びかけました。

● 文系および理系研究棟における定員150人以上の講義室11室を対象に、講義中の使用状況を確認しました。
　調査期間:2025年7月1日(火) ～ 7日(月）の平日
　調査項目:使用人数、空調機ON/OFF、空調設定温度、全熱交換器のON/OFFと運転モード、冷暖房時の扉の開閉、照明の消灯状況
＜調査結果＞
● 室内温度の目安27℃に対し空調設定温度が27℃以上の部屋は全体の約2割であり、残り約8割は、26℃以下の温度で運用していました。
● 多くの教室では、授業時に換気設備を運転して適切な換気量を確保していました。換気設備の運転を忘れている教室も一部に見受けら

れました。
● 扉を閉めて冷房を使用していた教室は、全体の約8割であり、約2割の教室で扉を開けたまま冷房を使用している実態が確認されました。
● 全熱交換器の運転モードを「自動モード」もしくは「全熱交換モード」で運転することを呼びかけましたが、適切なモード選択で運用していた

のは約4割程度である実態を確認しました。
● 教室の照明は、受講者が少ない講義時および学生の自習時に必要箇所のみを点灯させて使用しており、節電の意識が感じられました。
　本調査結果を踏まえ、引き続き運用改善と啓発活動に取り組んでいきます。

● 理学館の空調設備23系統を更新しました。この更新により、空調エネルギーの約5%（54 MJ/年）削減を見込んでいます。

● 電力ピーク時間帯に自習室の使用を控えるよう掲示を行い、ピークシフトに努めました。

● 早期退勤、リフレッシュ休暇・年末年始の休暇取得やテレワークを促して、節電に努めました。
● 省エネ啓発ポスターをエレベータ内・各階乗降口、講義室・セミナー室に掲示しました。また、講義室の空調操作パネルに省エネ啓発ラミ

ネートを貼り適正な温度管理を呼びかけるとともに、警備員による施錠時に適正温度設定に戻しました。

● 常時換気を見直し、換気設備の運転を適正化しました。
● フィールドテストの一環で、C-TECsでダイキン工業㈱の協力のもと遠隔自動省エネ制御機能(DKコネクト)による消費電力削減効果の検

証試験を開始しました。

研究室毎に実験機器等の更新を行い、消費電力削減に努めました。

ピーク時に電力使用量の大きい実験機器の稼働を減らすため、時間帯を調整して実験研究を行いました。

● 大規模改修計画にあたり、学内建物のZEB化を図っています。
● 工学部8号館北棟、工学部9号館ではNearly ZEB、LYKEION研究棟の設計では、ZEB Readyを達成しました。
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夏季休業期間､年末年始休業期間における節電行動
『待機電力CUT』キャンペーン

インキュベーション施設の一部及び附属小中学校の体育館・プール更衣室の一部の照明をLED化しました。

2025年度夏季休業期間、年末年始休業期間に『待機電⼒CUT』キャンペーンを実
施したところ、通常の休日と比べて夏季11日間で約10.8％､ 年末年始9日間で約
16.1%の消費電力削減を実施することができました｡ 環境負荷低減と電気料金削減
の観点から､ 引き続き節電に努めていきます。

教育学部棟

節電リーフレット

全学の取組

全学の取組

文系地区の取組

情報学部の取組

研究所地区の取組

農学部の取組

理学部の取組

動物病院診療棟、動物病院多目的棟、医学部本館及び医学部教育・福利棟の一部の
空調設備を高効率機器に更新し、空調負荷を低減しました。

東海国立大学機構では、キャンパスのエネルギー消費削減を推進し、カーボンニュートラル社会の実現に向
けた取組姿勢を地域社会へ積極的に示します。この取組の一つの指針となる「省エネアクト for ゼロカーボン
キャンパス」のもとに、大学全体として構成員による省エネ行動を推進しています。　

東海国立大学機構では、エネルギー消費由来の二酸化炭素排出量を2030年度までに総量ベースで51％
以上削減（2013年度比）する目標を掲げており、この目標の達成に向けて構成員の一人ひとりが省エネへの
意識を高め、主体的に取り組んでいくことが重要となります。

2025年度に「省エネアクト for ゼロカーボンキャンパス2025」のもとで取り組んだ省エネ・節電活動のう
ち、好事例や特有の問題解決に向けて積極的に取り組んだ内容を、グッド・プラクティスとして紹介します。

岐阜大学 グッド・プラクティス

名古屋大学 グッド・プラクティス

岐阜大学副学長 大藪 千穂
（教育学部家政教育講座教授）全部できれば毎月36,000円減（年43万）も夢じゃない!!

環境にもサイフにも時間にも優しい生活、究極編は家族と相談して!!

デコ活（環境省）をしてみよう！

プラスチック等のごみの削減・マイボトル・マイバッグ活用
→年3,784円減（28.8kg減）
買いすぎ防止・食品ロス削減→年8,900円減（5.4kg減）
鍋には蓋（2割のエネルギー減）→年289円減（7.3kg減）
はかり売り・自動決済→年3時間の余裕

●

●
●
●

その他編(お金とCO2排出量）

公共交通・自転車・徒歩
→年11,800円減（ガソリン代）（196.7kg減）
エコドライブ→ガソリン代年9,365円減（117.3kg減）、給油回数約10％減
着なくなった服をリサイクルボックスに持ち込んでポイント還元
ペットボトルを小売店に返却するとポイントがもらえる場合も！
テレワーク→ガソリン代年61,300円減（840.3kg減）
年275時間の余裕を家族や趣味の時間に使える　

●

●
●
●
●

究極編 ～余裕がある人はこちら！～
ヒートポンプ等高効率給湯器の導入
→年6,161円～35,394円（70.9～525.6kg減）
エアコン・冷蔵庫の買い替え時に省エネ製品→約年1.8万円減
 （エアコン69.8kg減・冷蔵庫107.8kg減）
省エネ住宅への引っ越し！断熱リフォーム→光熱費が年約9.4万円減（1,130kg減）
太陽光発電の設置→電気代が年約5.3万円減
エネルギー自給自足の家（ZEH）→年約15万円減
次世代自動車（FCV、EV、PHEV、HV）の購入→年約7.5万円減、
ガソリンスタンドへの訪問時間が年20回約2時間減

●

●

●
●
●
●

食事編（お金と時間とCO2排出量）

光熱・水道編(お金と時間とCO2排出量）
電気ポットは必要な時にのみ沸かす→年2,360円減（59.6kg減）
冷暖房設定温度の見直し→年3,900円減（40.6kg減）
クールビズ5.6kg減、ウォームビズ2.7kg減
冷蔵庫を涼しい場所に置こう→年990円減（25kg減）
冷蔵庫の温度設定は季節に合わせる→年1,360円減（34.3kg減）
LED照明に変える
→年2,900円減（27.2kg減）、取換回数：蛍光灯の1/7
節水（キッチン・洗濯機・シャワー・トイレ）
→節水型シャワーヘッド、アダプタ導入で
　年15,600円減（104.7kg減）

●
●
●
●
●
●

●

大薮先生からのアドバイス

空調改修

照明設備

節電意識

教育学部Ａ棟Ⅱ期改修においては､ ZEB Readyを達成しました。

建物改修によるZEB化

省エネマインドの醸成

ピークシフト

節電意識の醸成・周知

換気抑制およびDKコネクトによる空調利用の省エネ化検討

実験装置廃棄及び更新による使用電気料金削減　

省エネ改修

講義室の調査

空調改修

建物改修によるＺＥＢ化

省エネアクト for ゼロカーボンキャンパスの取組

省エネポスター 2025年 空調リモコン用ステッカー

	デコ活（環境省）
https://ondankataisaku.env.go.jp/decokatsu/

● 省エネアイデアコンテストで選出したキャッチコピー
を掲げて、夏期及び冬期に省エネ啓発ポスターを
英語版含めて作成しました。

● 空調リモコン用ステッカーを作成し、収容人数が多
い講義室などに掲示しました。

● SNSを活用し、本学の省エネ活動の取組を広く周
知しました。

● ＧＷ及び年末年始などの連休休暇中において、省
エネ対策と休暇中の安全確保について構成員に呼
びかけました。

● 文系および理系研究棟における定員150人以上の講義室11室を対象に、講義中の使用状況を確認しました。
　調査期間:2025年7月1日(火) ～ 7日(月）の平日
　調査項目:使用人数、空調機ON/OFF、空調設定温度、全熱交換器のON/OFFと運転モード、冷暖房時の扉の開閉、照明の消灯状況
＜調査結果＞
● 室内温度の目安27℃に対し空調設定温度が27℃以上の部屋は全体の約2割であり、残り約8割は、26℃以下の温度で運用していました。
● 多くの教室では、授業時に換気設備を運転して適切な換気量を確保していました。換気設備の運転を忘れている教室も一部に見受けら

れました。
● 扉を閉めて冷房を使用していた教室は、全体の約8割であり、約2割の教室で扉を開けたまま冷房を使用している実態が確認されました。
● 全熱交換器の運転モードを「自動モード」もしくは「全熱交換モード」で運転することを呼びかけましたが、適切なモード選択で運用していた

のは約4割程度である実態を確認しました。
● 教室の照明は、受講者が少ない講義時および学生の自習時に必要箇所のみを点灯させて使用しており、節電の意識が感じられました。
　本調査結果を踏まえ、引き続き運用改善と啓発活動に取り組んでいきます。

● 理学館の空調設備23系統を更新しました。この更新により、空調エネルギーの約5%（54 MJ/年）削減を見込んでいます。

● 電力ピーク時間帯に自習室の使用を控えるよう掲示を行い、ピークシフトに努めました。

● 早期退勤、リフレッシュ休暇・年末年始の休暇取得やテレワークを促して、節電に努めました。
● 省エネ啓発ポスターをエレベータ内・各階乗降口、講義室・セミナー室に掲示しました。また、講義室の空調操作パネルに省エネ啓発ラミ

ネートを貼り適正な温度管理を呼びかけるとともに、警備員による施錠時に適正温度設定に戻しました。

● 常時換気を見直し、換気設備の運転を適正化しました。
● フィールドテストの一環で、C-TECsでダイキン工業㈱の協力のもと遠隔自動省エネ制御機能(DKコネクト)による消費電力削減効果の検

証試験を開始しました。

研究室毎に実験機器等の更新を行い、消費電力削減に努めました。

ピーク時に電力使用量の大きい実験機器の稼働を減らすため、時間帯を調整して実験研究を行いました。

● 大規模改修計画にあたり、学内建物のZEB化を図っています。
● 工学部8号館北棟、工学部9号館ではNearly ZEB、LYKEION研究棟の設計では、ZEB Readyを達成しました。
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環境に配慮した植物油
インキを使用しています。
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